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命を守る安全教育の推進と校長の在り方

伶 科 曾 の趣 旨

東 日本大震災の発1以 降,様 々な地域におい

て大きな地震の連動発生や局地的大 雨等による

災害がもた らす被害が 椴 と危惧 されている。

また,交 通事故 をは じめとして子 どもが被害者

となる犯罪 ・事件の発生,さ らには,新 しい感

染症や児童虐待,携 帯電話やインターネッ トに

関わ る犯罪 といった新 しい リスクの顕在化等,

了どもたちを取 り巻 く危機的状況は多様化 しつ

つある。

こうした現状 において,学 校には,安 全 ・安

心な教育環境を確保す るとともに,安 全 に関わ

る知識 危険予測 ・回避能 力等を子どもたちに

育んで いく防災教育に取 り組む ことが求 められ

ている。 加えて,子 どもたちに予測できない事

態が起 こった時,当 而する課題に向き合い,自

ら判 断 し行動できる力を身に付けさせる ことも

求め られている。そのため,校 長は,学 校の教

育活 動全体を通 した組織的 ・計画的な指導 を基

盤 に,家 庭 ・地域 ・関係機関 と連携 ・協働を図

りなが ら,7ど もの命を守 るための諸課題に適

切 に対応 していかなければな らない。

本分科会では,子 どもたちの安全 ・安心を確

保 し,地 域 ・家庭 ・関係機関 と連携 し対応す る

体制づ くりや命 を守 る安全教育を推進するため

の具体的方策を明 らか にす る。

リーウーシツフの損点

ql自 ら判断 ・行動できる子 どもを育て る安全

教育の推進

学校は,fど もが安心 して学ぶことができ

る安全な場所でな ければ な らない。そ こで,

学校 には,子 どもの安全 を確保するために,

防災 ・安全 についての学習及び多様な訓練の

機会を十分 に確 保する必要 がある。さ らに,

「自分の命は 自分で守る」 「どこにいて も自ら

判断 して行動できる」 という視点を基本にお

き,発 達段階 に応 じた体験的学習を工夫 し,

危険予測 ・回避能 力を育んでいくことが求め

られている。

このような視点から,子 どもが主体性 をもっ

て災害か ら白らの命を守 り抜 く危険予測 ・同

避能力をは じめ,白 ら判断 し行動できる)1を

身に付け られる安全教育 を推進するため に校

長の果たすべき役割 と指導性を究明する。

② 地域との連携 を図った意図的 ・計画的な取

組の推進

学校は,子 どもの安 全を確保するために最

大限の努力をすることが求められている。しか

し,学 校だけの取組では,課 せられた役割を全

うするのに限界があり,地 域 ・家庭や関係機

関 との連携や協働がより重要となってくる。

そ こで,次 世代の地域 防災の担 い手 となる

子どもが,自 らの安全は自らの力で守る 「自助」,

白 らの地域は皆で守 る 「共助」の考 え方 を理

解 し行動できるよう,学 校 ・家庭 ・地域がそれ

ぞれ役割 を明確 にして協 力 していく必要があ

る。さらに,地 域全体の防災力向上のため,地

域 と連携 した取組を進めることが必要となる。

このような視点か ら,地 域 との連携 を図っ

た意図的 ・計画的な取組を椎進す るため に校

長の果たすべき役割 と指導性を究明する。
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健やかな体 の育成 をめ ざす学校づ くりの推進

～命を守る安全教育の推進と校長の在り方～

小樽地区 小樽市立朝里小学渉交 若 林 晋

0、 旨

未曾有の被害をもたらした一昨年の東日本大震災

によ り,学 校における危機管理体制,特 に安全教育

の在り方が根本か ら見直されている。

もとより,児 童が生き生きと学習活動を行うため

には,そ の基盤として安全で安心な環境が確保され

ていなければな らない。また,学 校には児童が生涯

にわたり自らの安全を確保する態度や能力を育成し

ていくことが求められている。その一方で,災 害の

発生時に学校が適切かつ迅速に対処 し,被 害を最小

限に抑えるための危機管理をはじめとした危機への

対応力をいかに備えていくかが問われている。

こうした中で,児 童が自らの安全を守る力を育む

ためには,知 識を行動につなげるための実践的な安

全教育の充実を図る必要がある。さらに,学 校が直

面する危機への対応力を高めるために,緊 急時の児

童の保護者などへの引き渡 しなどにおける保護者 と

の連携 ・協力も同時に考えなければならない。また、

避難所の開設や運営などにあたっての地域や関係機

関などとの連携による安全体制の整備など,今 後に

向けて早急に検討すべき課題が浮かび上がっている。

こうしたことを踏まえ,本 研究では安全教育の推

進と充実に向けて,学 校が組織としてどのように取

り組んでいくことが望ましいのかを探ることとする。

し,学 校安全 に関す る研 究を進 めて いると ころ

である。

一健奪謙の一
～命を守る安全教育の推進と校長の在 り方～

鴎 購 のII;+'"'__一_一 。.

1研 究主題の設定

(1)研 究主題

小樽 市 の各学校 では,「 小樽 市学校教育推進

計画(2次 計画)」(以 下,「2次 計画」)を 指針

と した教育活動が展 開されて いる。校長は2次

計画 を踏 まえ 自校 の実態や教育課題 をもとに し

た 明確 な ビジ ョンを示 しなが ら,「 共通性」 と

「独 自性」 のある,創 意 と活 力あふれる学校経

営の実現を 目指 して いる。小樽市小学校長 会研

修部では,2次 計画 の 「重点 目標3健 やかな

体の育成 をめざす学校づ くりの推 進」 を図るた

め,今 年度 よ り,以 下 に掲げる研 究主題 を設定

② 研究の視点

研究主題の解明を各学校における学校改善に

向けた取組の一環 とするとともに,研 究の基本

的な方向を示すものとして研究の視点を次のよ

うに定めた。

視点1安 全教育を効果的に進めていくための

組織体制の整備

視点2
力朧 悔 関係齪 の墜捌

(3)研 究 計画

1年 次 実態把握(平 成25年 度)

2年 次 実態把握 に係 る

実践 ・改善 ・充実(平 成26年 度)

3年 次 ま とめ ・さらなる充実(平 成27年 度)

2実 態調査の実施

(1>調 査 の概要

各学校 におけ る現 状 と課題 を明 らか にするた

めに,研 究の視点1,視 点2に 基づ いた調査項

目を設 け,以 下の内容の調査 を行 った。

調 査 項 目

組織体制の整備

調 査 内 容

間1学 校安全計画の策定状況(単数回答)

問2今 後取り組む必要のあること(複数回答)

桂
乃

]連 携の状況(単数回答)
問3保 護者との連携

者 や地 域,

機 関との運 問4地 域との連携

2取 組の 内容(複 数回答)

1連 携の状 況(単 数回答)

2取 組の 内容(複 数回答)

問5関 係機関との連携
1

]連 携す る磯関(複 数回答)

2連 携する理由 旧 由記述)

② 調査の結果(全 小学校数～24校)

① 学校安全計画の策定状況 〈問1>

学校安全計画

の策定状況は,

全体計画のみ

全体計画と年間指導計画
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全体計画 のみ策定 されて いる学校 が3分 の2

であ り.全 体計画及び年間指導 計画 が作成 さ

れている学校は全体の3分 の1に とどまった。

② 今後取 り組 む必要 のあ ること 〈問2>

ここでは学校安 全 に関する取組の中で,今

後優先 的に取 り組む必要のあるもの(優 先順

に3つ まで)は どんなことであるのかを探った。

そ の結 果,「 安 全教育 に関す る教職員 を対

象 とした研修」を選択 した学校58%で あ り最

も高い数1直を示 した。これ らの学校の うち,優

先順位 を第1位 とした学校が36%で あった。

次 に多かった回答 は 「緊急時 における児童

の引き渡 し訓練」で あ り54%の 学校か ら回答

が寄せ られた。

続いて 多かった回答は 「避難所開設の具体

的訓練」 であ り42%で あった。

その ほか 「安全教 育に関す る計画の教職 員

へ の周知」 と回答 した学校 は25%で あ った

が,こ こで回答 した全ての学校 において優 先

順位 を第1位 としていた。

③ 保護 者との連携 の状況 〈問3-1>

こ こでは安全教育 の取組 を進め る上での保

護者 との連携 ・協 力の状況が,ど のよ うな傾

向にあ るのか を探 った。

その結果,「どち らか といえばできて いない」

と回答 した学 校が50%で 最 も高 い数値 を示

した。次いで 「どちらかといえばできている」,

「で きて いな い」の順 に高い数値 を示 した。

「できて いる」 と回答 した学校 はなかった。

④ 保護者 と連携 した取組の内容 く問3-2>

ここで は安全教育の取組 について保護者 と

連携 ・協J7し ている具体的な取組 はどんな こ

とであるのか を探 った。

その結果,「 安全教育 の趣旨 を学校便 りな

どに掲載」が約8割 を占めた。次 いで 「家庭

訪 問や保護 者懇談会な どで安 全教育 の趣 旨を

説明1が4割 を占めた。

そ のほか 「PTAの 組織 に安 全教育 に関わ

る組織 があ る」,「PTAが 安全教 育 に関す る

内容の活 動を実施」 という1司答も寄せ られた。

⑤ 地域 との連携の状況 〈問4-1>

ここでは安全教育の取組 を進める上で の地

域 との連携 ・協力 の状況が,ど のような傾向

にあるのかを探 った。

その1.A,「 どち らか といえば できて いる」

と同 答 した学 校が63%で 最 も高い数値 を示

した。次 いで 「どち らか といえばできて いな

い」,「できていな い」の順 に高い数値 を示 し

た。保護者 との連携 ・協力と同様に 「で きて

いる」 と回答 した学校はなか った。

一
⑥ 地域 と速携 した取組の内容 〈問4-2>

ここでは安全教育の取 組について地域 と連

携 ・協 力 して いる具体的な取組 はどん なこと

であるのか を探 った。

その結果,「 学校評議 員会で安全 教育につい

ての情報交換などを実施」と回答した学校が95

%で 最 も高い数値を示 した。次 いで 「地域参観

日などの設定 により地域住民を対象とした教育

活動の公開」が70%を 占めた。「地域で行われる

訓練などへの教職 員の参加」の回答はなかった。

⑦ 連携 する関係機関(問5-1>

ここでは安全教育 の取組 を進める上で,今

後優先的に連携 ・協力する必要0)あ る関係機

関(優 先順に3つ まで)は どんな機 関である

のかを探った。

そ の結果,「 市役所 の防災担 当」 と回答 し

た学校 が92%で 最 も高 い数値 を示 した。ここ

で 回答 した 学校 は22校 であ った が,こ の う

ち の15校 にお いて優先 順位 を第1位 として

いた。 次いで 「消防署」が高 い数値 を占めた

が.こ こで 回答 した19校 の うち,13校 にお

いて優 先順位 を第2位 と して いた。

以上の ことか ら,優 先順位の第1位 を 「ll∫

役所 防災担 当」.第2位 を 「消 防署」 と回答

した学校が最 も多い傾 向にあることが明 らか

にな ったD

これ らに次 いで,「 近隣 の学校」、 「警察署」

が高 い数値を 占めた。

⑧ 最 も優先 して連携す る理 由 〈問5-2>

ここでは安全教育の取組を進める.ヒで,今 後

連携 ・協力する必要のある関係機 関のうち,最

も優先 して連携 ・協力する機関を選 択 した理由

を探った。 ヒ位3つ の機関のそれぞれについて.

連携 ・協力する主な理 由は次のとおりである。

ア

イ

ウ

・

・

0

.

.

.

【市役所防災担 当】

避難所開設の訓練が必要

避難所 と市役所 防災 との連携 を深める

【消防署】

安全教育に関する様々なノウハウが活用できる

【近隣の学校】

火災以外を想定した場合の協ノJ体制を強める

隣接している中学校とともに避難場所に指定

同じ地 区に住む児童生徒の9年 間 を見

通 した安全教育を行う必要性

(3)調 査結果の考察

提 言1

「子ども自らの命を守り,判 断行動できる安全

教育を推進するための組織体制の整備,教 職員

の資質能力の向上」(視 点1)

⑳
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① 「年間指導計画の整備 ・充実」

調査結果か ら,各 学校の学校安全計画につ

いては,全 市の3分 の2の 学校において全体

計画もしくは基本計画として位置付けられて

いた。年間を見通 しながら,安 全に関する諸

活動をこれまで以上に効果的に展開していく

ためにも,年 間指導計画の整備 ・充実が急務

であることが明らかになった。

② 「教職員への周知」

学校安全に関する取組の中で,今 後優先的

に取 り組む必要のあるものについては,「 教

職員を対象とした研修」に多くの学校から回

答が寄せられたが,優 先順位を第1位 とした

回答で最も多いものは 「計画の教職員への周

知」であった。 これ らの結果は校長が教職員

への働きかけを最重要課題としていることの

表れであると考えられる。

①,② ともに,子 ども自ら命を守り,判 断

行動できる資質能力を高めることを口指 し、

計画を作成するとともに、教職員もその点に

意識をおいた指導を行うことができるよう資

質能力を高めていく必要がある。

⑧ 「緊急時における児童の引き渡し訓練」

このことについて,優 先的に取 り組む必要

があるとの回答が多かった。本調査 とは調査

方法が異なる26都 道府県を対象とした別の

実態調査の結果によると,全 体の約9割 の学

校で既に引き渡し訓練が実施されていた。一

概に比較することは妥当ではないが,危 機の

状況によっては学校内において安全確保にあ

たることも想定 しながら,ド 校時の訓練を行

う緊急性が顕在化 したものであることは確か

である。

④ 「避難所開設の具体的訓練」

このことについても取組の必要性を表出す

る結果が示された。本市において過去に災害

による避難所開設に及んだ学校があったこと

が考えられる。また,実 際に避難所開設され

た場合の避難所責任者としての校長の役割を

明確化するためにも訓練が必要 と考える。

提 言2

L
「意図的 ・計画的な家庭及ひ地域との連携(地

域防災の視点を踏まえた具体的な連携)」

(廻 一」

① 「保護者と ・地域との連携による安全教育 ・

訓練などの実施」

安全教育の取組を進める上での連携 ・協力

の状況では、保護者との関係と地域との関係

で地域との連携の方がより高くできていると

一一 一一 一 一 一 一圏

いう結果が得られた。安全教育に関しては、

学校と地域との連携 ・協力の具体的な取組で

は,市 内の各学校で退職校長会や町内会の組

織などが巾心となって行っている地域住民に

よる登校時の安全指導がある。こうした全市

的な取組の定着が,少 なか らず今回の調査結

果に影響を及ぼ していると考えられる。

しかしながら,保 護者及び地域との連携に

ついては,啓 発や情報交換にとどまっている

ことから,地 域の防災訓練に参加したり地域

行事へ子 どもが参加 した りするなど、普段で

も,ま た非常時でも,学 校と家庭 ・地域の絆

が生かせるような某盤づくりを構築 していく

必要がある。

② 「関係機関との連携強化」

安全教育を進める トで最も連携 ・協力する

必要のある関係機関については,「 市役所防

災担当」が圧倒的に多数を占めた。その理出

から 「市役所防災担当」 との連携 ・協力を極

めて切実な問題としてとらえている傾向にあ

ることが明らかになった。 また 「近隣の学校

との連携」については,小 学校教育と中学校

教育の円滑な接続を理由としたものがあり,

学びの連続性を確保するための観点か ら安全

教育を推進する重要性が再確認された。

購 まとめ
1成 果

(1)実 態 調査 を行 った ことによ り,安 全教 育の推

進 と充実 に向けて,本 市の各学校 にお ける現状

を把握す るとともに,今 後 の研究 の方向性 をよ

り確か なものにする ことができた。

② 学校安全 の取組 を進めてい く上で,組 織体制

の整備や関係機関 との連携 は不可 欠な ものであ

り,校 長の リーダー シップの もと,学 校内外 と

の綿密 な連絡体制を整えて くことが重要である

ことを明 らか にする ことができた。

2課 題

(1)安 全教育 を推進するための組織体制の確立の

ためには,教 職員の資質能 力の向上 をは じめ と

した 人的体制の整備 を研究 の姐上 にのせてい く

必要が ある0

(2>家 庭や地域、関係機 関 との連携 は,学 校がそ

れぞれ の教育 力を活用す る場であ るとい う発想

を取 り入れなが ら,学 校 ・家庭 ・地域全体 で子

どもた ちの安全 ・安心 を守 り育ててい く必 要が

ある。

癒


